
かんぽ生命の伊牟田でございます。

本日は、かんぽ生命の「2023年3月期第3四半期決算電話会議」にご参加
いただき、ありがとうございます。

はじめに、お手元の資料に沿って、決算概要をご説明し、その後、質疑応答
とさせていただきます。

なお、各指標の増減の理由については、主要なものを述べていますので、ご
留意願います。

1ページをご覧ください。



今回の決算のポイントはご覧のとおりです。

新型コロナウイルス感染症に係る保険金の支払が増加し、加えて、有価証
券の売却損の増加によりキャピタル損益が悪化し、経常利益は前年同期比
70.8%減少し、787億円となりました。

これらの要因につきましては、危険準備金・価格変動準備金により中立化さ
れるものの、保有契約の減少等の影響により、四半期純利益は前年同期比
36.2%減少し、762億円となりました。
なお、2023年3月期の業績予想について、経常利益の下方修正および当期
純利益の上方修正を実施いたしました。修正後の業績予想に対する進捗率
はそれぞれ、経常利益が98.5%、当期純利益が87.6%となっております。詳
細は後ほどご説明いたします。

新契約実績につきまして、2023年3月期第3四半期における個人保険の新
契約年換算保険料は、前年同期比152億円増と緩やかな回復に留まり、保
有契約年換算保険料は、前期末比2,433億円減の3兆2,956億円となりまし
た。

EVは海外金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、前期末から
8.6%減少し、3兆3,083億円となりました。
2ページをご覧ください。

1



今期の業績の状況はご覧のとおりです。

変動要因について、次のページでご説明いたします。

3ページをご覧ください。
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ここでは、2023年3月期第3四半期の業績の変動要因を記載しています。

新型コロナウイルス感染症に係る保険金支払の増加、保有契約の減少およ
び新しいかんぽ営業体制の構築に伴う事業費等の増加により保険関係損益
が減少し、加えて、順ざやが減少したため、基礎利益は前年同期を下回る
1,349億円となりました。

新型コロナウイルス感染症に係る保険金支払の増加については、危険準備
金および価格変動準備金の超過繰入額を一部縮小する会計処理を実施しま
した。加えて、キャピタル損益の相当額等については従来通り価格変動準備
金を取り崩す会計処理を実施し、四半期純利益は758億円となりました。
価格変動準備金および危険準備金に係る会計処理について、詳細は22ペー
ジをご参照ください。

4ページをご覧ください。
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ここからは、契約の状況についてご説明します。

個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期比44.4%増の496億円、第三
分野の新契約年換算保険料は、前年同期比202.1%増の48億円となりまし
た。

5ページをご覧ください。
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個人保険の保有契約年換算保険料は3兆2,956億円となり、前期末から
6.9％減少しました。
第三分野の保有契約年換算保険料は6,014億円となり、前期末から 4.1％
減少しました。

6ページをご覧ください。
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資産運用の状況についてご説明します。

当社の資産運用は、円金利資産と円金利負債のマッチングを図るALMの観
点から、公社債が中心となっています。

左の表のとおり、株式・外国債券などの収益追求資産の残高は9兆7,291億
円、総資産比で15.3％となりました。前年度末比で残高／占率とも減少／低
下しておりますが、これは主に、ヘッジコストの上昇を踏まえ、ヘッジ外債の
残高を縮小させた影響によるものです。

また、その他のオルタナティブ資産は、「時価の算定に関する会計基準の適
用指針」の適用により時価評価の対象が拡大したこと等により、残高／占率
ともに増加／上昇しました。

右の表のとおり、平均予定利率は、1.67%となりました。また、利子利回りは
1.82%となり、607億円の順ざやを確保しました。
キャピタル損益は、有価証券の売却損の増加等により、592億円のキャピタ
ル損となりました。

7ページをご覧ください。
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有価証券の時価および含み損益の状況をお示ししています。

今期は、2022年3月末と比較して、国内外の金利の上昇や株価の下落が
あったものの、会計上、時価評価されるその他有価証券の差損益は6,930億
円の含み益を計上しています。

8ページをご覧ください。
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事業費等の状況についてご説明します。

事業費は、3,296億円となり、このうち、約4割程度を日本郵便へ支払う委託
手数料および郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に
支払う拠出金が占めています。

委託手数料は、契約獲得実績に応じて支払う新契約手数料と、保全・支払業
務等に応じて支払う維持・集金手数料で構成されています。

2022年4月の新しいかんぽ営業体制への移行に伴い、日本郵便から受け入
れたコンサルタントの業務が委託手数料の対象外となったこと等により、委託
手数料は、前年同期比295億円減の1,027億円となりました。
拠出金を含めた総額は、前年同期比324億円減の1,403億円となりました。

一方で、事業費のその他は、主に日本郵便からのコンサルタントの受入等に
伴う人件費の増加により、前年同期比804億円増の1,892億円となりました。
また、減価償却費は、前年同期比155億円減の296億円となりました。
9ページをご覧ください。
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9

健全性の状況についてご説明します。

経営環境の変化に伴うリスクに備え、将来にわたり健全で安定的な経営を確
保するため、危険準備金1兆6,885億円、価格変動準備金8,995億円を積み
立てています。

将来の逆ざや等を補う目的で積み立てている追加責任準備金は、5兆4,374
億円となっています。

連結ソルベンシー・マージン比率は980.1%と、引き続き高い健全性を維持し
ています。

10ページをご覧ください。



EVの状況についてご説明します。
当期末のEVは3兆3,083億円となり、前期末から3,105億円減少しました。
修正純資産は、純利益による増加はあったものの、株主配当や、2022年8月
に開始した自己株式の取得および国内金利上昇に伴う国内債券の含み益の
減少等により、前期末比1,666億円減の1兆9,260億円となりました。

保有契約価値は、海外金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、
前期末比1,438億円減の1兆3,822億円となりました。
当期の新契約価値は、2022年4月から2022年12月の金利水準の平均に近
い、2022年6月末の経済前提を用いて算出しています。

新契約価値は、新契約獲得にはその多寡によらない一定の事業費等が必要
となるため、マイナス4億円となりました。また、新契約マージンはマイナス
0.1 %となりました。
なお、第3四半期のEVおよび新契約価値は、第三者の検証を受けていない
試算値であることにご留意ください。

11ページをご覧ください。
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2023年3月期の業績予想についてご説明します。

経常収益は、当初連結業績予想策定時と比較して、新契約獲得が想定を下
回ることによる保険料等収入の減少を見込む一方、運用環境が好転したこと
により資産運用収益が増加する見込みであること、新型コロナウイルス感染
症による入院保険金の支払による損益影響の一部を中立化するために危険
準備金の繰入額を縮小する見込みであることから、上方修正いたします。

経常利益は、上記要因に加え、事業費の減少を見込むものの、有価証券の
売却損等の発生によって資産運用費用が増加する見込みであること、新型コ
ロナウイルス感染症による保険金支払等が増加する見込みであることから、
下方修正いたします。

親会社株主に帰属する当期純利益は、上記要因に加え、有価証券の売却損
益等の損益影響は価格変動準備金を戻入することで中立化することから、結
果として、新型コロナウイルス感染症による保険金支払等が増加する見込み
であるものの、運用環境が好転したことにより資産運用収益が増加する見込
みであること、事業費が減少する見込みであることから、上方修正いたします。

12ページをご覧ください。
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連結業績予想の進捗についてご説明いたします。

上方修正後の業績予想に対する進捗率はそれぞれ、経常収益が75.9%、経
常利益が98.5％、当期純利益が87.6%となりました。
13ページをご覧ください。
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最後に、株主還元についてご説明します。

これまでに公表した株主還元方針に基づき、2022年3月期の総還元性向は
45%程度を想定し、株主還元として350億円を上限とする自己株式の取得を
実施しております。

また、2023年3月期の株主還元については、配当予想1株当たり92円から変
更はございません。

以上で説明を終わります。
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